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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
2018年３月期
第２四半期
連結累計期間

2019年３月期
第２四半期
連結累計期間

2018年３月期

会計期間
自　2017年４月１日
至　2017年９月30日

自　2018年４月１日
至　2018年９月30日

自　2017年４月１日
至　2018年３月31日

営業収益
（百万円）

55,762 59,231 120,711

（第２四半期連結会計期間） (27,885) (29,668)  

税引前四半期利益又は税引前利

益
（百万円） 33,554 35,098 72,990

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）利益 （百万円）
22,692 23,920 50,484

（第２四半期連結会計期間） (11,818) (12,296)  

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）包括利益
（百万円） 22,532 24,958 50,208

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 258,968 275,402 273,771

総資産額 （百万円） 42,523,504 42,544,750 41,316,341

基本的１株当たり四半期（当

期）利益 （円）
42.30 44.65 94.17

（第２四半期連結会計期間） (22.06) (22.96)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 0.6 0.6 0.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 28,118 21,128 66,018

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △33,579 △13,208 △26,164

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △21,521 △23,327 △34,393

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 46,580 63,592 78,999

（注）１．上記指標などは、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいております。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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＜参考＞

当社グループの資産及び負債には、連結子会社である株式会社日本証券クリアリング機構が清算機関として引き受けた

「清算引受資産・負債」及び清算参加者から担保として預託を受けた「清算参加者預託金」が両建てで計上されておりま

す。「清算引受資産・負債」及び「清算参加者預託金」は、多額かつ清算参加者のポジションなどにより日々変動するこ

とから、当社グループの資産及び負債の額は、これらの変動に大きな影響を受けます。その他、金融商品取引の安全性を

確保するための諸制度に基づく「信認金」、「取引参加者保証金」及び「違約損失積立金」が資産及び負債または資本に

両建てで計上されております。

経営指標等のうち、これらの資産及び負債を控除した数値は、以下のとおりです。

回次
2018年３月期
第２四半期
連結累計期間

2019年３月期
第２四半期
連結累計期間

2018年３月期

親会社の所有者に帰属する

持分
（百万円） 231,020 247,454 245,823

総資産額 （百万円） 332,962 350,635 354,618

親会社所有者帰属持分比率 （％） 69.4 70.6 69.3

（注）　総資産額は「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及び「違約損失積立金」、親会社の所有者に

帰属する持分は、「違約損失積立金」をそれぞれ控除して算出した数値です。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更があった事項は、次のとおりです。変更箇所は下線で示しており、変更

箇所の前後について記載を一部省略しています。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　２．事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものです。

 

（前略）

７．決済履行確保の枠組みについて

（中略）

④ 流動性の確保

清算参加者の決済不履行時に必要となる流動性を確保するため、資金決済銀行等との間で流動性供給に関する契約

を締結しております。

また、資金の流動性供給枠の十分性については、定期的に確認を行っております。

 

（損失補償制度の概要）

清算参加者が決済不履行を起こした場合、株式会社日本証券クリアリング機構は、当該清算参加者を当事者とする

債務の引受け又は負担の停止並びに株式会社日本証券クリアリング機構が当該清算参加者に引き渡すべき有価証券及

び金銭の引渡しを停止するとともに、引渡しを停止した有価証券及び金銭を、当該清算参加者の決済不履行の弁済に

充当します。

 

以上の処理後においても、株式会社日本証券クリアリング機構の損失が解消されない場合には、以下に記載する方

法により、損失の補填を行います。なお、この補填は、原則として、有価証券の売買、先物・オプション取引、店頭

デリバティブ取引及び国債店頭取引のそれぞれの清算に係る損失7について、不履行清算参加者の清算資格に応じ

て、個別に行います。

 

決済不履行発生時の有価証券の売買及び先物・オプション取引の清算に係る損失については、次に掲げる順序によ

り、補填を行います。

① 不履行清算参加者が預託している担保（当初証拠金、取引証拠金及び清算基金等）による補填

② 金融商品取引所等の損失補償による補填8

③ 株式会社日本証券クリアリング機構による補填

④ 不履行清算参加者以外の清算基金による補填

⑤ 不履行清算参加者以外による相互保証

 

したがって、清算参加者の決済不履行により、株式会社日本証券クリアリング機構に損失が生じた場合で、上記①

の対応によっても、同社の損失を補填しえない場合には、②については、損失補償契約に定められた金額（現物取

引：104億円、先物・オプション取引：174億円）を上限として、株式会社東京証券取引所又は株式会社大阪取引所が

補填を行うことにより、また、③については、株式会社日本証券クリアリング機構が証券取引等決済保証準備金とし

て積み立てた金額（200億円）を上限として補填を行うことにより、当社グループに損失が生じる可能性がありま

す。

 

また、決済不履行発生時の店頭デリバティブ取引の清算に係る損失については、次に掲げる順序により、補填を行

います。

① 不履行清算参加者が預託している担保（当初証拠金及び清算基金）による補填

② 株式会社日本証券クリアリング機構による補填（第一階層決済保証準備金）

③ 不履行清算参加者以外の清算参加者の清算基金及び株式会社日本証券クリアリング機構による補填（第二階層決

済保証準備金）

④ 不履行清算参加者以外の清算参加者の特別清算料による補填

⑤ 破綻後における変動証拠金等の累計が勝ち方の不履行清算参加者以外の清算参加者による補填
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したがって、清算参加者の店頭デリバティブ取引に係る決済不履行により、株式会社日本証券クリアリング機構に

損失が生じた場合で、上記①までの対応によっても、同社の損失を補填しえないときには、それぞれの清算業務につ

いて②については、株式会社日本証券クリアリング機構が第一階層決済保証準備金として積み立てている金額（クレ

ジットデフォルトスワップ取引：15億円、金利スワップ取引：20億円）を上限として補填することにより、③につい

ては、株式会社日本証券クリアリング機構が第二階層決済保証準備金として積み立てている金額（クレジットデフォ

ルトスワップ取引：5億円、金利スワップ取引：20億円）を上限として補填することにより、当社グループに損失が

生じる可能性があります。

 

（後略）

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

１．業績等の概要

（１）業績

当社グループの当第２四半期連結累計期間（2018年４月１日～2018年９月30日）の連結業績は、清算関連収益、上場関

連収益及び情報関連収益が前年同期より増加したことなどから営業収益は592億31百万円（前年同期比6.2％増）、営業費

用が262億2百万円（前年同期比9.2％増）となったため、営業利益は343億55百万円（前年同期比4.7％増）、税引前四半

期利益は350億98百万円（前年同期比4.6％増）となりました。

また、法人所得税費用を計上した後の最終的な親会社の所有者に帰属する四半期利益は239億20百万円（前年同期比

5.4％増）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ154億７百万円減少し、635億92百

万円となりました。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期利益350億98百万円に、減価償却費及び償却費59億60百万円及び

支払法人所得税等160億46百万円などを加減した結果、211億28百万円の収入となりました。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、無形資産の取得による支出52億32百万円などにより、132億8百万円の支出とな

りました。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、233億27百万円の支出となりました。

 

２．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

本項に記載した予想、予見、見込み、見通し、方針等の将来に関する事項は、本書提出日現在において判断したもので

あり、将来に生じる実際の結果と大きく異なる可能性もあります。

 

（１）当四半期連結累計期間の経営成績の分析

（営業収益の状況）

①取引関連収益

取引関連収益は、現物の売買代金及びデリバティブの取引高等に応じた「取引料」、取引参加者の取引資格に応じた

「基本料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム施設の種類に応じた「売買システム施設利用料」

等から構成されます。

当第２四半期連結累計期間の取引関連収益は、前年同期並みの236億79百万円となりました。
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・取引関連収益の内訳

  （単位：百万円）

 

前第２四半期
連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

   増減（％）

取引関連収益 23,673 23,679 0.0%

 取引料 19,043 19,036 △0.0%

  現物 14,054 14,061 0.0%

  デリバティブ 4,989 4,975 △0.3%

  　TOPIX先物取引 987 957 △3.1%

  　日経平均株価先物取引（注１） 1,986 2,010 1.2%

  日経平均株価指数オプション取引（注２） 1,203 1,004 △16.5%

  　長期国債先物取引 762 940 23.4%

  　その他 48 62 26.8%

 基本料 524 512 △2.4%

 アクセス料 2,414 2,368 △1.9%

 売買システム施設利用料 1,647 1,717 4.2%

 その他 42 45 7.5%

（注１）　日経225mini先物取引を含めております。

（注２）　Weeklyオプション取引を除きます。

 

②清算関連収益

清算関連収益は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成され

ます。

当第２四半期連結累計期間の清算関連収益は、前年同期比9.9％増の120億67百万円となりました。

 

③上場関連収益

上場関連収益は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・追

加上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」に区分されます。

当第２四半期連結累計期間の上場関連収益は、新規・追加上場料及び年間上場料がともに増加し、前年同期比13.5％

増の68億48百万円となりました。

 
・上場関連収益の内訳

   （単位：百万円）

 

前第２四半期
連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

  増減（％）

上場関連収益 6,032 6,848 13.5

 新規・追加上場料 1,525 1,790 17.4

 年間上場料 4,506 5,058 12.2

 

④情報関連収益

情報関連収益は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収益である相場情報料のほか、指数ビジネスに係る収益

及びコーポレートアクション情報等の各種情報の提供に係る収益から構成されます。

 当第２四半期連結累計期間の情報関連収益は、相場情報料が増加したことに加え、指数ビジネスに係る収益が増加した
ことなどから、前年同期比7.5％増の104億65百万円となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社日本取引所グループ(E03814)

四半期報告書

 6/31



 

⑤その他の営業収益

その他の営業収益は、売買・相場報道等の各種システムと取引参加者・ユーザをつなぐarrownetに係る利用料、注文

の送信時間等の短縮による売買執行の効率化を目的として、システムセンター内に取引参加者及び情報ベンダー等が機器

等を設置するコロケーションサービスに係る利用料、売買システム等のサービス提供料及び株式会社東証システムサービ

スが行うシステム開発・運用収益等から構成されます。

当第２四半期連結累計期間のその他の営業収益は、コロケーションサービス利用料が増加したことなどから、前年同

期比15.4％増の61億70百万円となりました。

 

・その他の営業収益の内訳

  （単位：百万円）

 

前第２四半期
連結累計期間

(自 2017年４月１日
　至 2017年９月30日)

当第２四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年９月30日)

  増減（％）

その他の営業収益 5,347 6,170 15.4%

 arrownet利用料 1,555 1,608 3.4%

 コロケーションサービス利用料 1,697 1,900 12.0%

 その他 2,095 2,661 27.0%

 

（営業費用の状況）

当第２四半期連結累計期間の人件費は、前年同期比3.0％増の78億94百万円となりました。

　システム維持・運営費は、現物及びデリバティブの売買システムをはじめとした各種システムの維持及び管理運用に係

る費用等から構成されます。当第２四半期連結累計期間のシステム維持・運営費は、前年同期比5.1％増の59億35百万円

となりました。

当第２四半期連結累計期間の減価償却費及び償却費は、前年同期比23.9％増の57億2百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間のその他の営業費用は、前年同期比9.8％増の66億69百万円となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

（資産、負債及び資本の状況）

　当社グループの資産及び負債には、株式会社日本証券クリアリング機構が清算機関として引き受けた「清算引受資

産・負債」及び清算参加者から担保として預託を受けた「清算参加者預託金」が両建てで計上されております。「清算引

受資産・負債」及び「清算参加者預託金」は、多額かつ清算参加者のポジションなどにより日々変動することから、当社

グループの資産及び負債の額は、これらの変動に大きな影響を受けます。その他、金融商品取引の安全性を確保するため

の諸制度に基づく「信認金」、「取引参加者保証金」及び「違約損失積立金」が資産及び負債または資本に両建てで計上

されております。

　当第２四半期連結会計期間末の資産は、「清算引受資産」が増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ1兆2,284

億8百万円増加し、42兆5,447億50百万円となりました。また、「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及

び「違約損失積立金」を控除した後の資産は、前連結会計年度末に比べ39億82百万円減少し、3,506億35百万円となりま

した。

　当第２四半期連結会計期間末の負債は、資産と同様に「清算引受負債」が増加したことなどから、前連結会計年度末に

比べ1兆2,264億88百万円増加し、42兆2,630億93百万円となりました。また、「清算引受負債」、「清算参加者預託

金」、「信認金」及び「取引参加者保証金」を控除した後の負債は、前連結会計年度末に比べ68億23百万円減少し、886

億3百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間末の資本は、配当金の支払により減少した一方、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計

上により増加したことなどから、前連結会計年度末に比べ19億20百万円増加し、2,816億57百万円となりました。また、

違約損失積立金を控除した後の資本は、2,537億9百万円となりました。
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＜参考＞

 
資産合計 資本合計

親会社の所有者に

帰属する持分

親会社所有者

帰属持分比率

 

2019年３月期第２四半期

2018年３月期

百万円

42,544,750 (350,635)

41,316,341 (354,618)

百万円

281,657 (253,709)

279,736 (251,788)

百万円

275,402 (247,454)

273,771 (245,823)

％

0.6 (70.6)

0.7 (69.3)

（注）　各指標における（ ）内は、資産合計は「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及び「違約損失

積立金」、資本合計及び親会社の所有者に帰属する持分は、「違約損失積立金」をそれぞれ控除して算出した数値

です。

 

（３）資本の財源及び資金の流動性

（キャッシュ・フローの状況）

　キャッシュ・フローの状況については、「１．業績等の概要－（２）キャッシュ・フローの状況」に記載しておりま

す。

 

（契約債務）

　当第２四半期連結会計期間末現在における契約債務の概要は以下のとおりであります。

 年度別要支払額（百万円）

契約債務 合計 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超

短期借入金 32,500 32,500 － － －

社債 20,000 － － － 20,000

 

（４）経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針、経営環境及び対処すべき課題等について重

要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの収益のうち、過半を占める「取引関連収益」及び「清算関連収益」は有価証券やデリバティブ商品の売

買代金・取引高の水準に、「上場関連収益」は上場する企業の時価総額や資金調達額、新規上場会社数の水準などにそれ

ぞれ大きく依拠しております。

　したがって、当社グループの収益は、有価証券やデリバティブ商品の流通市場並びに発行市場の動向、ひいては世界的

な金融市場の動向や国内外の経済情勢の影響を大きく受けることとなります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,180,000,000

計 2,180,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（2018年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 536,351,448 536,351,448
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 100株

計 536,351,448 536,351,448 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年７月１日

～2018年９月30日
－ 536,351,448 － 11,500 － 3,000

 

EDINET提出書類

株式会社日本取引所グループ(E03814)

四半期報告書

 9/31



（５）【大株主の状況】

  2018年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 21,718 4.05

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 19,532 3.64

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 19,155 3.57

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ

Ｏ．（ＡＶＦＣ）　ＳＵＢ　Ａ／

Ｃ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ（常任代

理人　香港上海銀行東京支店）

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ　ＣＡＮ

ＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ　ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ

１４　５ＮＴ，　ＵＫ（東京都中央区日

本橋３丁目１１－１）

11,533 2.15

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 10,713 2.00

ＳＳＢＴＣ　ＣＬＩＥＮＴ　ＯＭＮ

ＩＢＵＳ　ＡＣＣＯＵＮＴ（常任代

理人　香港上海銀行東京支店）

ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ　０

２１１１（東京都中央区日本橋３丁目１

１－１）

10,297 1.92

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口７）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 9,597 1.79

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　

ＹＯＲＫ　１３４１０４（常任代理

人　株式会社みずほ銀行決済営業

部）

ＲＵＥ　ＭＯＮＴＯＹＥＲＳＴＲＡＡ

Ｔ　４６，　１０００　ＢＲＵＳＳＥＬ

Ｓ，　ＢＥＬＧＩＵＭ（東京都港区港南

２丁目１５－１　品川インターシティＡ

棟）

8,391 1.56

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 8,274 1.54

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮ

Ｋ　ＷＥＳＴ　ＣＬＩＥＮＴ　－　

ＴＲＥＡＴＹ　５０５２３４（常任

代理人　株式会社みずほ銀行決済営

業部）

１７７６　ＨＥＲＩＴＡＧＥ　ＤＲＩＶ

Ｅ，　ＮＯＲＴＨ　ＱＵＩＮＣＹ，　Ｍ

Ａ　０２１７１，　Ｕ．Ｓ．Ａ．（東京

都港区港南２丁目１５－１　品川イン

ターシティＡ棟）

8,229 1.53

計 － 127,443 23.76

（注）次の法人より大量保有報告書等の提出があり、下記の報告義務発生日現在で当社株式を所有している旨の報告を受

けましたが、当社として第２四半期連結会計期間末時点における実質所有株式数を確認できませんので、上記大株

主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書等が複数回提出されている場合は、最新の報告書の概要を記載しており、保有株券等の数及

び株券等保有割合については、共同保有者に係る保有分として報告があった場合は、その株数及び保有割合を含め

て記載しております。

氏名又は名称 住所 提出日 報告義務発生日
保有株券等

の数(株)

株券等保有

割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グ

ループ

東京都千代田区丸の内二丁目7

番1号
2018年４月16日 2018年４月９日 38,385,100 7.16
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 536,332,100 5,363,321 －

単元未満株式 普通株式 19,348 － 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 536,351,448 － －

総株主の議決権 － 5,363,321 －

 

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務

報告」（以下、「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。

　また、要約四半期連結財務諸表は、百万円未満を切り捨てて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から2018

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

  
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 12 78,999  63,592

営業債権及びその他の債権 12 11,841  11,318

清算引受資産 12 37,311,964  38,109,984

清算参加者預託金特定資産 6,12 3,621,319  4,055,701

信認金特定資産 6,12 491  480

未収法人所得税  6,191  7,715

その他の金融資産 12 86,700  98,200

その他の流動資産  1,814  3,044

流動資産合計  41,119,322  42,350,036

     

非流動資産     

有形固定資産 7 5,209  6,400

のれん 7 67,374  67,374

無形資産 7 34,208  33,086

退職給付に係る資産  5,956  5,922

持分法で会計処理されている投資  10,407  11,430

違約損失積立金特定資産 6,12 27,948  27,948

その他の金融資産 12 36,252  32,497

その他の非流動資産  5,774  6,124

繰延税金資産  3,887  3,928

非流動資産合計  197,019  194,713

     

資産合計  41,316,341  42,544,750
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前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 12 5,591  4,420

社債及び借入金 12 32,500  32,500

清算引受負債 12 37,311,964  38,109,984

清算参加者預託金 6,12 3,621,319  4,055,701

信認金 6,12 491  480

取引参加者保証金 6,12 7,402  8,323

未払法人所得税等  14,253  10,525

その他の流動負債  7,599  5,986

流動負債合計  41,001,120  42,227,921

     

非流動負債     

社債及び借入金 12 19,940  19,943

退職給付に係る負債  7,624  7,748

その他の非流動負債  3,392  3,222

繰延税金負債  4,526  4,257

非流動負債合計  35,484  35,171

     

負債合計  41,036,604  42,263,093

     

資本     

資本金  11,500  11,500

資本剰余金  39,716  39,716

自己株式  △953  △1,218

その他の資本の構成要素  10,816  9,822

利益剰余金 6 212,691  215,581

親会社の所有者に帰属する持分合計  273,771  275,402

非支配持分  5,965  6,254

資本合計  279,736  281,657

     

負債及び資本合計  41,316,341  42,544,750
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（２）【要約四半期連結損益計算書】

（第２四半期連結累計期間）

 

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

収益     

営業収益 8 55,762  59,231

その他の収益  195  92

収益計  55,957  59,323

費用     

営業費用 9 23,984  26,202

その他の費用  0  1

費用計  23,984  26,203

持分法による投資利益  835  1,235

営業利益  32,808  34,355

     

金融収益 10 787  784

金融費用 10 41  41

税引前四半期利益  33,554  35,098

     

法人所得税費用  10,698  10,888

四半期利益  22,856  24,209

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  22,692  23,920

非支配持分  163  289

四半期利益  22,856  24,209

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 42.30  44.65

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 －  －
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（第２四半期連結会計期間）

 

  
前第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

収益     

営業収益  27,885  29,668

その他の収益  176  66

収益計  28,062  29,734

費用     

営業費用  12,015  13,284

その他の費用  0  1

費用計  12,015  13,286

持分法による投資利益  321  493

営業利益  16,368  16,942

     

金融収益  576  567

金融費用  20  20

税引前四半期利益  16,923  17,489

     

法人所得税費用  5,046  5,057

四半期利益  11,877  12,431

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  11,818  12,296

非支配持分  59  134

四半期利益  11,877  12,431

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 22.06  22.96

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 －  －
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

（第２四半期連結累計期間）

 

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

四半期利益  22,856  24,209

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて測定する金融

資産の公正価値の純変動
12 △159  1,038

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 0  △0

その他の包括利益（税引後）  △159  1,038

四半期包括利益  22,696  25,248

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  22,532  24,958

非支配持分  163  289

四半期包括利益  22,696  25,248
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（第２四半期連結会計期間）

 

  
前第２四半期連結会計期間
（自　2017年７月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2018年７月１日
至　2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

四半期利益  11,877  12,431

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて測定する金融

資産の公正価値の純変動
 644  1,425

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分
 0  0

その他の包括利益（税引後）  644  1,425

四半期包括利益  12,521  13,856

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  12,462  13,722

非支配持分  59  134

四半期包括利益  12,521  13,856
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（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

  親会社の所有者に帰属する持分

  資本金  資本剰余金  自己株式  
その他の資本の

構成要素

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円

2017年４月１日時点の残高  11,500  59,722  △13,506  11,604

四半期利益  －  －  －  －

その他の包括利益（税引後）  －  －  －  △159

四半期包括利益合計  －  －  －  △159

自己株式の取得  －  △2  △7,452  －

配当金の支払 13 －  －  －  －

その他  －  －  1  －

所有者との取引額合計  －  △2  △7,450  －

2017年９月30日時点の残高  11,500  59,720  △20,957  11,444

         

2018年４月１日時点の残高  11,500  39,716  △953  10,816

四半期利益  －  －  －  －

その他の包括利益（税引後）  －  －  －  1,038

四半期包括利益合計  －  －  －  1,038

自己株式の取得  －  －  △264  －

配当金の支払 13 －  －  －  －

その他の資本の構成要素から利益剰余

金への振替
 －  －  －  △2,032

所有者との取引額合計  －  －  △264  △2,032

2018年９月30日時点の残高  11,500  39,716  △1,218  9,822
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  親会社の所有者に帰属する持分
 非支配持分  資本合計

  利益剰余金  合計

 注記 百万円  百万円  百万円  百万円

2017年４月１日時点の残高  188,634  257,955  5,815  263,770

四半期利益  22,692  22,692  163  22,856

その他の包括利益（税引後）  －  △159  －  △159

四半期包括利益合計  22,692  22,532  163  22,696

自己株式の取得  －  △7,454  －  △7,454

配当金の支払 13 △14,066  △14,066  －  △14,066

その他  －  1  －  1

所有者との取引額合計  △14,066  △21,519  －  △21,519

2017年９月30日時点の残高  197,260  258,968  5,979  264,947

         

2018年４月１日時点の残高  212,691  273,771  5,965  279,736

四半期利益  23,920  23,920  289  24,209

その他の包括利益（税引後）  －  1,038  －  1,038

四半期包括利益合計  23,920  24,958  289  25,248

自己株式の取得  －  △264  －  △264

配当金の支払 13 △23,063  △23,063  －  △23,063

その他の資本の構成要素から利益剰余

金への振替
 2,032  －  －  －

所有者との取引額合計  △21,030  △23,327  －  △23,327

2018年９月30日時点の残高  215,581  275,402  6,254  281,657
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 注記 百万円  百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  33,554  35,098

減価償却費及び償却費  5,032  5,960

金融収益  △787  △784

金融費用  37  37

持分法による投資利益  △835  △1,235

営業債権及びその他の債権の増減（△は増

加）
 △929  523

営業債務及びその他の債務の増減（△は減

少）
 118  △750

退職給付に係る資産の増減（△は増加）  27  33

退職給付に係る負債の増減（△は減少）  163  123

その他  △1,645  △2,232

小計  34,736  36,774

利息及び配当金の受取額  431  438

利息の支払額  △38  △37

支払法人所得税等  △7,010  △16,046

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,118  21,128

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △68,600  △59,900

定期預金の払戻による収入  39,800  48,600

有形資産の取得による支出  △912  △1,159

無形資産の取得による支出  △3,769  △5,232

投資有価証券の売却による収入  －  4,458

その他  △97  23

投資活動によるキャッシュ・フロー  △33,579  △13,208

財務活動によるキャッシュ・フロー     

借入れによる収入  10,000  －

借入金の返済による支出  △10,000  －

支払配当金  △14,066  △23,063

自己株式の取得による支出  △7,455  △264

財務活動によるキャッシュ・フロー  △21,521  △23,327

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △26,982  △15,407

現金及び現金同等物の期首残高  73,553  78,999

現金及び現金同等物の為替変動による影響  9  0

現金及び現金同等物の四半期末残高  46,580  63,592
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社日本取引所グループ（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社で、登記されている本社

の住所は、東京都中央区日本橋兜町２番１号です。当社の要約四半期連結財務諸表は、2018年９月30日を報告日

とし、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）並びに関連会社に対する当社グループの持分に

より構成されております。当社グループは金融商品取引法及び関連する諸法令の規制の下、事業を行っており、

主な事業内容は、取引所金融商品市場の開設・運営及び金融商品債務引受等です。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２の要件を満たすことから、

四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しており、年度の連結財務諸表で要

求される全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきもので

す。

 

(2）要約四半期連結財務諸表の承認

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2018年11月13日に、取締役兼代表執行役グループＣＥＯ清田瞭

及び執行役ＣＦＯ田端厚によって承認されております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を切り捨てて表示しております。

 

３．重要な会計方針

　当社グループは、第１四半期連結会計期間より、IFRS第９号「金融商品」及びIFRS第15号「顧客との契約から

生じる収益」を適用しております。なお、当社グループの要約四半期連結財務諸表への影響はありません。

　当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、IFRS第９号「金融商品」及び

IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」を除き、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用した会計

方針と同一です。

　なお、当第２四半期の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、その性質上これらの見

積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見

直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

　経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、原則として前連結会

計年度に係る連結財務諸表と同様です。

 

５．事業セグメント

(1）一般情報

　当社グループは、金融商品取引所事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

(2）製品及びサービスに関する情報

　注記「８．営業収益」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
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６．金融商品取引の安全性確保のための諸制度に基づく資産・負債

　清算参加者預託金は、清算参加者の決済不履行により株式会社日本証券クリアリング機構が被る損失に備えるた

め、同社が清算参加者に預託を求めている担保（清算基金等の清算預託金、取引証拠金、当初証拠金及び変動証拠

金）です。

　信認金は、取引参加者の債務不履行により有価証券売買等の委託者等が被る損失に備えるため、株式会社東京証

券取引所及び株式会社大阪取引所が取引参加者に預託を求めている担保です。

　取引参加者保証金は、取引参加者の債務不履行により株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪取引所が被る損

失に備えるため、両社が取引参加者に預託を求めている担保です。

　各担保は、金銭又は代用有価証券（各社の規則で認められたものに限る。）で預託され、このうち金銭による預

託については、要約四半期連結財政状態計算書の資産・負債に両建てで計上しております。

　一方、代用有価証券で預託された担保については、要約四半期連結財政状態計算書に計上しておりません。な

お、各担保の代用有価証券の公正価値は以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（2018年９月30日）

 百万円  百万円

清算参加者預託金代用有価証券 2,568,174  2,636,505

信認金代用有価証券 1,001  979

取引参加者保証金代用有価証券 2,826  2,938

 

　また、違約損失積立金は、清算業務に関して株式会社日本証券クリアリング機構が被った損失を補填するための

積立金です。

 

７．有形固定資産、のれん及び無形資産

　「有形固定資産」、「のれん」及び「無形資産」の帳簿価額の増減は以下のとおりです。

 有形固定資産  のれん  無形資産

 百万円  百万円  百万円

2018年４月１日残高 5,209  67,374  34,208

個別取得 2,058  －  3,971

減価償却費及び償却費 △867  －  △5,093

2018年９月30日残高 6,400  67,374  33,086

 

８．営業収益

　「営業収益」の内訳は以下のとおりです。なお、各収益の内容については、「第２　事業の状況－２　経営者に

よる財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－２．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況の分析－（１）当四半期連結累計期間の経営成績の分析－（営業収益の状況）」をご参照ください。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 百万円  百万円

取引関連収益 23,673  23,679

清算関連収益 10,975  12,067

上場関連収益 6,032  6,848

情報関連収益 9,733  10,465

その他 5,347  6,170

合計 55,762  59,231
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９．営業費用

　「営業費用」の内訳は以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 百万円  百万円

人件費 7,661  7,894

システム維持・運営費 5,645  5,935

減価償却費及び償却費 4,601  5,702

その他 6,075  6,669

合計 23,984  26,202

 

10．金融収益及び金融費用

　「金融収益」及び「金融費用」の内訳は以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年９月30日）

 百万円  百万円

    

受取配当金 774  768

受取利息 12  15

金融収益　計 787  784

支払利息 2  2

社債利息 35  35

その他 3  3

金融費用　計 41  41

 

11．１株当たり四半期利益

（第２四半期連結累計期間）

　当第２四半期連結累計期間の基本的１株当たり四半期利益の計算は、親会社の所有者に帰属する四半期利益

23,920百万円（前第２四半期連結累計期間：22,692百万円）及び加重平均普通株式数535,725千株（前第２四半期

連結累計期間：536,483千株）に基づき計算しております。

 

（第２四半期連結会計期間）

　当第２四半期連結会計期間の基本的１株当たり四半期利益の計算は、親会社の所有者に帰属する四半期利益

12,296百万円（前第２四半期連結会計期間：11,818百万円）及び加重平均普通株式数535,685千株（前第２四半期

連結会計期間：535,765千株）に基づき計算しております。

 

（注）　希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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12．金融商品

(1）金融資産及び負債の分類

　金融資産及び負債の帳簿価額及び会計上の分類は以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

①　金融資産

 
純損益を通じて公正価値
で測定される金融資産

 その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定される

金融資産

 
償却原価で測定される

金融資産

 百万円  百万円  百万円

現金及び現金同等物 － － 78,999

営業債権及びその他の債権 － － 11,841

清算引受資産 37,311,964  －  －

清算参加者預託金特定資産 － － 3,621,319

信認金特定資産 － － 491

違約損失積立金特定資産 － － 27,948

その他の金融資産 － 33,734  89,217

合計 37,311,964  33,734  3,829,818

 

② 金融負債

 
純損益を通じて公正価値
で測定される金融負債

 
償却原価で測定される

金融負債

 百万円  百万円

営業債務及びその他の債務 － 5,591

社債及び借入金（流動） － 32,500

清算引受負債 37,311,964 －

清算参加者預託金 － 3,621,319

信認金 － 491

取引参加者保証金 － 7,402

社債及び借入金（非流動） － 19,940

合計 37,311,964 3,687,244
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当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

①　金融資産

 
純損益を通じて公正価値
で測定される金融資産

 
その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定される

金融資産
 

償却原価で測定される
金融資産

 百万円  百万円  百万円

現金及び現金同等物 －  －  63,592

営業債権及びその他の債権 －  －  11,318

清算引受資産 38,109,984  －  －

清算参加者預託金特定資産 －  －  4,055,701

信認金特定資産 －  －  480

違約損失積立金特定資産 －  －  27,948

その他の金融資産 －  29,980  100,716

合計 38,109,984  29,980  4,259,757

 

②　金融負債

 
純損益を通じて公正価値
で測定される金融負債

 
償却原価で測定される

金融負債

 百万円  百万円

営業債務及びその他の債務 －  4,420

社債及び借入金（流動） －  32,500

清算引受負債 38,109,984  －

清算参加者預託金 －  4,055,701

信認金 －  480

取引参加者保証金 －  8,323

社債及び借入金（非流動） － 19,943

合計 38,109,984  4,121,368

 

(2）公正価値ヒエラルキー

　IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値のヒエ

ラルキーを用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。

　公正価値の測定に用いられる公正価値の階層（公正価値ヒエラルキー）の定義は以下のとおりです。

 

・レベル１：同一の資産又は負債に関する活発な市場における無修正の相場価格

・レベル２：資産又は負債に関する直接又は間接に観察可能な、レベル１に含まれる相場価格以外のインプッ

トを用いて算定された公正価値

・レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプットを用いて算定された公正価値
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　金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低いレベルに

より決定されます。

　上記の定義に基づき、要約四半期連結財政状態計算書において経常的に公正価値で測定されている金融資産及

び金融負債の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 レベル１
 

レベル２
 

レベル３

 百万円  百万円  百万円

清算引受資産 449,233  36,862,730 －

その他の金融資産 31,673  － 2,060

合計 480,907  36,862,730 2,060

清算引受負債 449,233  36,862,730 －

合計 449,233  36,862,730 －

 

当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

 レベル１  レベル２  レベル３

 百万円  百万円  百万円

清算引受資産 522,735  37,587,248  －

その他の金融資産 27,954  －  2,025

合計 550,690  37,587,248  2,025

清算引受負債 522,735  37,587,248  －

合計 522,735  37,587,248  －

 

　要約四半期連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産及び金融負債の帳簿価額、公正価値

及び公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。

 

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
帳簿価額

 公正価値

  レベル１  レベル２

 百万円  百万円  百万円

その他の金融資産 89,217  86,233  3,003

合計 89,217  86,233  3,003

社債及び借入金（非流動） 19,940  －  20,049

合計 19,940  －  20,049

 

当第２四半期連結会計期間（2018年９月30日）

 
帳簿価額

 公正価値

  レベル１  レベル２

 百万円  百万円  百万円

その他の金融資産 100,716  97,729  2,994

合計 100,716  97,729  2,994

社債及び借入金（非流動） 19,943  －  19,953

合計 19,943  －  19,953
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　なお、要約四半期連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産・金融負債のうち、下記の項

目については、いずれも短期であり、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているため、公正価値を開示

しておりません。

 

・現金及び現金同等物

・営業債権及びその他の債権

・清算参加者預託金特定資産

・信認金特定資産

・違約損失積立金特定資産

・営業債務及びその他の債務

・社債及び借入金（流動）

・清算参加者預託金

・信認金

・取引参加者保証金

 

13．配当金

(1)　配当金支払額

（決議） 株式の種類  配当金の総額  
１株当たり
配当額

 基準日  効力発生日

   百万円  円     

2017年５月16日取締役会 普通株式  14,066  26.00  
2017年

３月31日
 

2017年

５月29日

2018年５月14日取締役会 普通株式  23,063  （注）43.00  
2018年

３月31日
 

2018年

５月28日

（注）１株当たり配当額には、記念配当10円が含まれております。

 

(2)　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌四半期となるもの

（決議） 株式の種類  配当金の総額  
１株当たり
配当額

 基準日  効力発生日

   百万円  円     

2018年10月29日取締役会 普通株式  14,481  27.00  
2018年

９月30日
 

2018年

12月３日

 

14．偶発事象

保証債務額

　当社グループは、従業員の金融機関からの住宅取得借入に対して以下のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2018年３月31日）

 
当第２四半期連結会計期間

（2018年９月30日）

百万円  百万円

1,332  1,362

 

15．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

（剰余金の配当）

2018年10月29日開催の取締役会において、剰余金の配当につき次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額 14,481百万円

②１株当たり配当金 27.00円

③効力発生日 2018年12月３日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年11月13日

株式会社日本取引所グループ

取 締 役 会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 北村 嘉章   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 藤本 貴子   印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本 道之   印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本取

引所グループの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2018年７月１日から

2018年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約

四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期

レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社日本取引所グループ及び連結子会社の2018年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する

第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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